
９　 下水道事業会計予算
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このページは空白です。



（総　　則）

第１条 令和８年度筑後市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１，８１２，２４０ ㎥

４，９６５ ㎥

公共下水道管渠整備事業 ３２３，１０１千円

流域下水道建設負担金 ５１，０４０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

１，０５６，５６３千円

第１項 ３４９，７６３千円

第２項 ７０６，７９８千円

第３項 ２千円

８６１，５３１千円

第１項 ７６２，８３５千円

第２項 　９７，０９６千円

第３項 ６００千円

第４項 １，０００千円予 備 費

下 水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

支　　                 出

営 業 収 益

令和８年度筑後市下水道事業会計予算

年 間 有 収 水 量

一日平均有収水量

主な建設改良事業

（１）

（２）

（３）

営 業 外 収 益

特 別 利 益

収                     入

営 業 費 用

営 業 外 費 用

第１款

第２款

下 水 道 事 業 収 益
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　４０１，９５５千円は、

　当年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

３９５，２５３千円

第１項 １８７，６００千円

第２項 １３６，４００千円

第５項 １４，３３９千円

第６項 ４，０５５千円

第７項 ５２，８５９千円

７９７，２０８千円

第１項 ３７４，４４１千円

第２項 ４２２，７６７千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間、限度額は、次のとおりと定める。

他 会 計 負 担 金

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

センター積算システム使用料 令和8年度～令和11年度

事　　項 期　　間

負担金及び分担金

建 設 改 良 費

第３款

第４款

資 本 的 収 入

企 業 債

限　度　額

収                     入

支　　                 出

工 事 負 担 金

３，１６８千円



（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

４９，０４１千円

（利益剰余金の処分）

第10条 当年度の利益剰余金のうち２０１，４９９千円は、次のとおり処分するものと定める。

第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして

２０１，４９９千円

償還の方法

営業費用と営業外費用と特別損失の間

証書借入
又は

証券発行

政府資金
銀 行

そ の 他

起債の目的 起債の方法

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

６．０％以内

（１）

流域下水道事業債

職員給与費

（１）

限度額

　４９,６００千円

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権者
と協定するものによる。
ただし、財政の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低
利に借換えすることができる。

（１）

１３８,０００千円公共下水道事業債

利率
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（単位：千円）

1

1

1 1

2

3

2 1

4 2

3

2

1 1

3 1

4 1

6 1

2

3

5

8

9

7 2

4 貸倒引当金戻入益 1

3 賞与引当金戻入益 2

国庫補助金

下水道使用料

下水道占用料

暗渠使用料

受託工事収益

手数料

雑収益

1

長期前受受贈財産評価額戻入益

長期前受他会計負担金戻入益

営 業 外 収 益

目

長 期 前 受 金 戻 入

200 

11,107

14,278

預金利息

他会計負担金

1,056,563 

長期前受国庫補助金戻入益

受 託 工 事 収 益

令和８年度　筑後市下水道事業会計予算実施計画

款 備 考項

7,417

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

1

配 当 金

引 当 金 戻 入 益

3,000 

国 庫 補 助 金 4,245 

173,768 

706,798 

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 負 担 金 527,579 

下 水 道 使 用 料

349,763 

346,589 

174 

835

527,579

長期前受県補助金戻入益

長期前受受益者負担金戻入益

4,245

その他長期前受金戻入益

3,000

346,587

受 取 利 息 及 び

5

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

予 定 額

105,348

200

169

34,783



（単位：千円）

9 1

10 3

4

5

3

2 1 過年度損益修正益

3 1 その他特別利益

款 項 目 予 定 額 備 考

消費税及び地方消費税還付金

1

その他雑収益

延滞金

過料

特 別 利 益

1,000 

3

過年度損益修正益

雑 収 益

地方消費税還付金

消 費 税 及 び

1 

1

1

1,000

1

2 

1 そ の 他 特 別 利 益

1
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（単位：千円）

2

1

1 9

10

13

14

16

20

21

23

29

32

2 22

4 1

2

5

8

9

11

12

15

19

20

保険料 65

時間外手当

手数料 47

3,558

旅費

被服費

給料

公課費

工事請負費

通信運搬費

手当

備消品費

材料費

動力費

561

3,861

印刷製本費

備 考

48

6,613

68

9,559

499

地域手当

法定福利費

241

99

予 定 額

1,080

目

使用料及び賃借料

手数料

通勤手当

下 水 道 事 業 費 用

762,835 

861,531 

22,391 

3,000 

総 係 費

受 託 工 事 費

款 項

管 渠 費

9,600

70

営 業 費 用

12,477

燃料費

15

9

174

備消品費

58,052 

期末勤勉手当

光熱水費

1,763

500

100

98

修繕費

2,507

委託料

3,000

支                   出



（単位：千円）

21

23

25

26

28

29

31

34

36

37

38

5 1

6 1

2

7 1

2

1 1

3

3 1

4 2

3

4 1

4

1 1

118

報償費

委託料

一時借入金利息

7,000

法定福利費引当金繰入額

流域下水道維持管理負担金

補助金

備 考

予備費 1,000

目

地 方 消 費 税

流 域 下 水 道

負担金

使用料及び賃借料 10

14,271

2,697

86,946

150

110,554

企業債利息

無形固定資産減価償却費

1固定資産除却費

7,000 

600 

予 備 費

営 業 外 費 用 97,096 

1,000 

過年度損益修正損

1,000 

600 

保険料

87,096 

2,000

600

その他雑支出

8,490

267,304

2,976

厚生費

301,533 

3,000

特 別 損 失

貸倒引当金繰入額

予 定 額

3,000 

賞与引当金繰入額

過年度損益修正損

消費税及び地方消費税

有形固定資産減価償却費

予 備 費

1,162

消 費 税 及 び

雑 支 出

支 払 利 息

款 項

減 価 償 却 費 377,858 

維 持 管 理 負 担 金

資 産 減 耗 費 1 

退職給付引当金繰入額

301,533

1,370

291

59
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（単位：千円）

3

1

1 1

2

1 1

5

1 1

2 1

6

2 1

7

4 1

工 事 負 担 金 4,055 工事負担金 4,055

工 事 負 担 金 4,055 

136,400

他会計負担金他 会 計 負 担 金 52,859 

100

187,600建設改良企業債

国庫補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

国 庫 補 助 金

収                   入

目 予 定 額款

187,600 

企 業 債

建 設 改 良 企 業 債

52,859

項

負担金及び分担金

国 庫 補 助 金

395,253 

14,339 

136,400 

136,400 

他 会 計 負 担 金

100 受 益 者 分 担 金

14,239

187,600 

受益者分担金

受益者負担金

資 本 的 収 入

受 益 者 負 担 金

52,859 

14,239 

備 考



（単位：千円）

4

1

1 1

2

5

8

9

21

22

23

24

25

37

38

2 1

3 3

2

1 1

児童手当 660

給料

委託料

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

手当

補償費

負担金

使用料及び賃借料

374,441 

323,101 

工事請負費

866

2,926

支                   出

備消品費

通勤手当

10,274

1,000

418

6,966

81

22

2,725

300

51,040

3,000

備 考

流域下水道建設負担金

工具器具及び備品購入費

797,208 

目

企 業 債 償 還 金 422,767 

流 域 下 水 道

建 設 負 担 金

51,040 

295,700

156

施 設 建 設 費

予 定 額

扶養手当

企 業 債 償 還 金

期末勤勉手当

款 項

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企業債償還金（建設改良費等）422,767 

固 定 資 産 購 入 費 300 

422,767

法定福利費

時間外手当

1,441

306

地域手当

300

旅費

100

3,126
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（単位：千円）

　減価償却費 377,858

令和８年度　筑後市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 201,499

　引当金の増減額 3,817

　貸倒引当金の増減額 0

　長期前受金戻入額 △ 173,768

　固定資産除却費 1

　受取利息及び受取配当金 △ 200

　小計

　その他流動負債の増減額（△は減少）

0

　未払金の増減額（△は減少） 14,733

509,225

　利息及び配当金の受取額 200

　利息の支払額 △ 87,096

　業務活動によるキャッシュ・フロー 422,329

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　負担金等による収入 3,686

13,035

　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 52,859

　有形固定資産の取得による支出 △ 296,010

　無形固定資産の取得による支出

　受益者負担金等による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 422,766

187,600

△ 148,830　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 235,166

　資金の増加額（又は減少額） 38,333

125,298

　資金期首残高 86,965

△ 46,400

　国庫補助金等による収入 124,000

　支払利息 87,096

0

　未収金の増減額（△は増加） △ 1,811

　その他流動資産の増減額（△は増加）



　1　一　般　職　（会計年度任用職員以外の職員）

＊期末・勤勉手当、退職給付費及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額、退職給付引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

7,976

18,706

15,776

41,457

34,419

7,584

6,646

49,041

41,065

区　分

6

0 4,108 2,930 7,038

18,643

本年度

0比　較

時間外勤務手当

129

129

541

377

918

地域手当

849

2,127

2,976

退職給付費

前年度

比　較

区　分 通勤手当

前年度

△ 18

660

3,587

4,247

勤勉手当

777

4,271

5,048

合　　計 備　　考

121

5,111

5,232

前年度

計
区　　分

本年度
6

174

156

職員手当の内訳

比　較

本年度

22,751

期末手当

扶養手当

938

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

　(1)　総　括 (単位：千円)

給　　  与  　　費
法定福利費職員数(人)

給　料 職員手当
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千円 千円

・平均昇給率

・平均改定率

・職員数の異動状況

〔現に在職する職員数〕

　本年度 6 人 (0 人)

(令和８年１月１日現在)

　前年度 6 人 (0 人)

(令和７年１月１日現在)

　増　減 0 人 (0 人)

( 　)書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

　採用（令和８年度見込） 0 人

　退職（令和７年度見込） 0 人

千円

増減額

千円

給与改定に伴う増減分 780

その他増減分 2,932

職員手当 2,930

制度改正に伴う増減分 939
  改正に伴う調整
  ・期末、勤勉手当増加分
　・地域手当増加分

その他増減分 1,991
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

備　　　　考

給　　料 4,108

普通昇給に伴う増加分 396

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明

職員の新陳代謝及び
その他による増減分

1.74%

3.43%



行　政　職

320,233

331,770

37.3

305,633

311,050

37.1

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 33.3 １級 33.3

２級 ２級

３級 16.7 ３級 16.7

４級 50.0 ４級 50.0

５級 ５級

６級 ６級

７級 ７級

計 100.0 計 100.0

  ＊備考　端数処理の関係で構成比の合計が一致しないものがあります。

200,300

232,000

206,700

大 学 卒

高 校 卒

　(３)　給料及び手当の状況

　ア　職員１人当たり給与 　イ　初任給 (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度
区　　　分 行 政 職

行政職（一）

令和8年1月1日現在

令和8年1月1日現在 3

　平均給料月額　(円)

　平 均 年 齢　(歳)

　平均給与月額　(円)

　ウ　級別職員数

区　　分

令和7年1月1日現在

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平 均 年 齢　(歳)

232,000

行　　　政　　　職 区　　分

6

2

令和7年1月1日現在

6

2

行　　　政　　　職

職員数(人) 職員数(人)

1 1

3
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（等級別基準職務表） エ　昇給

代表的な職種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 6 6

2号給 （人） 0

3号給 （人） 0

4号給 （人） 4 4

5号給 （人） 2 2

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 6 6

2号給 （人） 0

3号給 （人） 0

4号給 （人） 3 3

5号給 （人） 3 3

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

６級

７級

担当係長、主任主査及びこ
れらに相当する職務で規則
で定めるもの

課長補佐、参事補佐及び教
育指導主事の職務

前
　
　
年
　
　
度

課長、参事、主任教育指導
主事及びこれらに相当する
職務で規則で定めるもの

部長及びこれに相当する職
務で規則で定めるもの

号給数別内訳

区分
職務
の級

４級

５級

基準となる職務 区　　分

号給数別内訳

合　　計

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務



オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

その他の加算措置等

4.6

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

備考

2.325
有

有

4.65

4.0

６月（月分）

支給対象職員数（人） 6

33.27075 月 47.709 月

前年度

区分 ２０年勤務の者 ２５年勤務の者

4.0

2.325

支給率　（％）

24.586875　月 47.709 月
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

１２月（月分）

本年度

区分

2.3 2.3

支　給　期　別　支　給　率 支給率計
（月分）

３５年勤務の者 最高限度

国の制度
（支給率等）

24.586875　月 33.27075 月 47.709 月 47.709 月
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

支給率等

支給対象地域 筑後市

国の指定基準に基づく支給率（％）
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ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

-

支給対象職員の比率（％）
（令和8年1月1日現在） - -

区分 全職種
代表的な職種

行政職

代表的な特殊勤務手当の名称 - -

区分 国の制度との異同 差異の内容

給料総額に対する比率（％） -

通勤手当 異なる 交通用具使用者の距離区分及び支給額

扶養手当 同じ

住居手当 同じ



期　　間 期　　間

千円 千円 千円

金　額 金　額

左 の 財 源 内 訳

受益者負担金

千円

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

支 出 予 定 額

3,168
セ ン タ ー 積 算
シ ス テ ム 使 用 料

3,168 ―
令和8年度から
令和11年度まで

3,168―
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（単位：千円）

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 1,943,935

12,106,592

イ 施 設 利 用 権 1,943,935

10,161,177

(2) 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

ト 建 設 仮 勘 定 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 458

減 価 償 却 累 計 額 △ 150 308

減 価 償 却 累 計 額 0 162

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,193 28,156

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 162

ニ 機 械 及 び 装 置 65,349

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,956,870 10,127,248

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 12,084,118

ロ 建 物 0

イ 土 地 5,303

(1) 有 形 固 定 資 産

令和８年度　筑後市下水道事業予定貸借対照表
(令和9年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

1,480

イ 出 資 金 1,480



負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(2) 未 収 金 77,924

4,775,430

9,973,271

(2) △ 1,310,350長期前受金収益化累計額

(1) 長 期 前 受 金 6,085,780

504,374

5 繰 延 収 益

(8) そ の 他 流 動 負 債 0

(6) 預 り 金 4

(7) 仮 受 金 0

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金 3,406

(3) 未 払 金 68,030

(2) 企 業 債 432,934

(1) 一 時 借 入 金 0

4,693,467

4 流 動 負 債

引 当 金 95,709

(1) 企 業 債 4,597,758

(2)

負 債 の 部

3 固 定 負 債

202,548

12,309,140

(4) そ の 他 流 動 資 産 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 674 77,250

(3) 前 払 費 用 0

(1) 現 金 預 金 125,298

2 流 動 資 産
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資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

ロ

(2) 利 益 剰 余 金

12,309,140

2,335,869

1,299,467

1,244,184

1,299,467

(1) 資 本 剰 余 金 0

7 剰 余 金

1,036,402

0

1,036,402(1) 資 本 金

資 本 の 部

6 資 本 金

当年度未処分利益剰余金

イ 55,283減 債 積 立 金



（単位：千円）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

国 庫 補 助 金

そ の 他 特 別 損 失 0 289 △ 289

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 289

(1)

(4)

受 取 利 息 及 び 配 当 金

(2)

(3) 他 会 計 負 担 金 0

(6) 資 産 減 耗 費 4,792

減 価 償 却 費 370,471

(3) 総 係 費

当年度未処分利益剰余金 1,042,685

その他未処分利益剰余金変動額 867,872

当 年 度 純 利 益 174,813

6 特 別 損 失

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

経 常 利 益 175,102

5 特 別 利 益

(1) 支 払 利 息 87,158

(2) 雑 支 出 0 87,158 566,117

653,275

4 営 業 外 費 用

(7) 雑 収 益 27

(5) 長 期 前 受 金 戻 入 169,682

(6)

(2) 他 会 計 補 助 金 0

引 当 金 戻 入 575

3,000

(3) 他 会 計 負 担 金 479,762

3 営 業 外 収 益

229

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 0 680,735

営 業 損 失 391,015

(4) 流域下水道維持管理負担金 251,647

(5)

42,927

(1) 管 渠 費 10,898

(2) 受 託 工 事 費 0

(4) そ の 他 の 営 業 収 益 304 289,720

2 営 業 費 用

(1) 下 水 道 使 用 料 289,416

(2) 受 託 工 事 収 益 0

令和７年度　筑後市下水道事業予定損益計算書
(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)

1 営 業 収 益
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（単位：千円）

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

令和７年度　筑後市下水道事業予定貸借対照表
(令和8年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 5,303

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 11,788,381

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,693,630 10,094,751

ニ 機 械 及 び 装 置 65,349

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,129 32,220

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 162

減 価 償 却 累 計 額 0 162

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 186

減 価 償 却 累 計 額 △ 150 36

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

2,008,089

10,132,472

2,008,089

12,142,041

イ 施 設 利 用 権

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

1,480

イ 出 資 金 1,480



流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

0

(1) 長 期 前 受 金 5,892,198

(4)

4,935,826

92,733

(1) 一 時 借 入 金

4 流 動 負 債

(2)

2 流 動 資 産

(1)

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 675 75,438

(2) 未 収 金 76,113

(3) 前 払 費 用 0

現 金 預 金 86,965

(4) そ の 他 流 動 資 産

162,403

0

12,304,444

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 4,843,093

0

(2) 企 業 債 422,766

(3) 未 払 金 53,297

前 受 金 0

(5) 引 当 金 2,565

預 り 金 4

(8) そ の 他 流 動 負 債 0

(7) 仮 受 金

478,632

5 繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,136,582

4,755,616

10,170,074

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

(6)
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資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 資 本 金 1,036,402

1,036,402

0

利 益 剰 余 金 合 計

0資 本 剰 余 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金

1,097,968

1,097,968

2,134,370

12,304,444

(1) 資 本 剰 余 金

7

資 本 金 合 計

剰 余 金

剰 余 金 合 計

ロ 1,042,685

(2)

イ 55,283減 債 積 立 金



　注　記

　Ⅰ．重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法・・・定額法
　　　　・主な耐用年数

構築物 50年
機械及び装置 10～20年
車両運搬具 4 ～ 5年
器具及び備品 4 ～ 8年

（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法・・・定額法
　　　　・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 35年
２　引当金の計上方法
（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。

（２）貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する
と見込まれる額は、６３７，１６９千円である。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属
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